
 

『外国税務当局との相互協議事案 令和４年度過去最多―国税庁』 
 

 国税庁は先般、令和４事務年度の相互協議の状況を公表した。外国税務当局との相互協議事案の

発生件数は３０１件と過去最多、前事務年度比１２２％となった。うち、事前確認にかかるものは２４３件、

移転価格課税その他に係るものは５８件。 

 処理件数は、前事務年度比１０３％の１９１件。うち、事前確認事案は１４６件、

移転価格課税その他に事案は４５件であった。処理事案１件あたりの平均処

理期間は３０．２か月（前事務年度：３１．６か月）。発生件数が処理件数を上

回ったため、令和４事務年度末の繰越件数は増加して７４２件となった。繰越

事案の相手国・地域の内訳は、米国（２３％）、インド（１５％）、中国（１４％）、韓

国（８％）、ドイツ （６％）の順であった。 

 ＯＥＣＤ非加盟国・地域との相互協議の発生件数は１０１件、処理件数は３９

件で、令和４事務年度末の繰越件数は３３５件となり、繰越件数全体の４５％

を占めた。処理事案１件あたりの平均処理期間は５１．３か月となった（令和３

事務年度：４４．０か月）。処理事案を業種別に見ると、製造業が１２４件（約６

５％）、卸売・小売業が４４件 （約２３％）。対象取引別では棚卸資産取引 が１

４５件、役務提供取引１１１件、無形資産取引６９件であった。 
 

『「７５歳以降も仕事」２７％超 「中高年者縦断調査」結果公表』 
 

 厚生労働省では団塊の世代を含む全国の中高年者世代の男女の健康、就業等について調査を

行っている。初回は平成１７年度で、当時５０～５９歳であった全国の男女を対象としている。初回の調査

客体数は４万人強だったが、その後、加齢に伴って減少。今回は協力が得られた６５～７４歳の１６，０４３

人について集計している。 

 第１回調査時では５０～５９歳だった中高年者の就業状況は３８．６％が正規の職員・従業員であった

が、６５～７４歳となった現在では２．６％まで減少した。一方で自営業主・家族従業員は１５．３％から１１．

９％、パート・アルバイトは１７．０％から１４．１％に減少となってお

り、正規職員・従業員と比較すると減少幅が緩やかになっている。 

 調査時点で仕事をしている者が「仕事をしたい」と回答した割合

は「６８～６９歳になったとき」で８０．３％、「７０～７４歳になったとき」

で５９．１％、「７５歳以降になったとき」で２７．２％となっている。７０

歳台前半では６割近くが就業意欲があると回答している結果に

なっており、健康や生活水準維持のためなど、人それぞれで様々

な理由があるにせよ、労働力人口減少時代には心強い結果と言

えるかもしれない。 
              

出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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